
第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

以下の記載事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。

(1)経営方針・経営戦略等

①当連結会計年度の経営環境

当社グループを取り巻く経営環境は、世界経済は地域により差はあるものの、全体としては底堅い成長を続け、

日本経済も、個人消費と設備投資を中心に緩やかに持ち直した。一方、地政学的なリスク、中国経済の低迷に加

え、保護主義的な動きの高まりなどで、先行きには不透明感が残る状況となった。

かかる経営環境下においても、当社グループは長い歴史の中で培われた技術に最先端の知見を取り入れ、変化す

る社会課題の解決に挑み、サステナブルで安全・安心・快適な社会と人々の豊かな暮らしの実現に貢献してい

く。

②中期経営計画「2024事業計画」

2024年４月から開始した中期経営計画「2024事業計画」は、事業成長と収益力の更なる強化の両立に向け、「伸

長事業」と「成長領域」を重点領域とし、「ポートフォリオ経営の強化」、「技術・人的基盤の強化」及び

「MISSION NET ZEROの推進」に取り組み、その結果、2026年度における「売上収益5.7兆円以上」、「事業利益

4,500億円以上（事業利益率８％以上）」、「ROE12％以上」等の目標達成と、安定配当と利益成長に応じた増配に

よる株主還元を進めていく。

初年度に当たる当事業年度では、受注、売上、事業利益ともに過去最高となった。特に、「2024事業計画」の目

標達成に向けては、伸長事業を中心に旺盛な受注を確保することができた。

③「MISSION NET ZERO」に向けた取組み

サステナブルで安全・安心な社会の実現に向け、MISSION NET ZEROに取り組んでおり、Scope１、２
※１

のCO2排出

量を2030年に2014年比で50％削減するという目標に対して、2024年で47％削減を見込んでいる。これに加え、三

原製作所では工場のカーボンニュートラル化を進めており、太陽光発電設備等の既存技術の導入にとどまらず、

工場脱炭素化に向けた新たな技術の実証と導入を進めている。また、Scope３
※１

については当社のバリューチェ

ーン全体からのCO2排出量削減（2019年比で、2030年に50％）が目標であり、この達成に向けて高砂水素パーク

や長崎カーボンニュートラルパークなどで様々なソリューションの開発・実証を進めている。

※１  Scope１は当社のCO2直接排出を、Scope２は主に電気の使用に伴うCO2間接排出を、Scope３はScope１、

　　  Scope２以外の当社バリューチェーン全体でのCO2間接排出を示す。算定基準は温室効果ガス（GHG）

　　  排出量の算定と報告の国際基準であるGHGプロトコルに準じる。

(2)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社グループは、当社を取り巻く環境の不確実性に備えつつ、様々な変化に柔軟に対応し、新たな事業機会を着実

に捉えていく必要がある。このため、従来の取組みの継続に加え、新たな価値を創造することで社会の進歩に貢献

していくことを経営目標に掲げ、これを実現するために、「Innovative Total Optimization」（ITO）という新た

な考え方を実践する。具体的には、基盤技術の組合せによって社会や顧客のバリューチェーンを革新する製品・サ

ービスを創出することで事業領域を拡大する。また、縦のバリューチェーンと横の事業部間の連携を強化してシナ

ジー効果を追求することで、全体最適による生産性の向上・収益力強化を実現する。

こうした取組みを通じて、「2024事業計画」で掲げた事業成長と収益力の更なる強化の両立に向けた各種施策をよ

り力強く推進していく。

①伸長事業の着実な遂行

エネルギー、原子力、防衛の分野は、旺盛な需要を受け、多くの受注を確保している。計画したQCD（品質・コ

スト・納期）で顧客に届けるため、人的リソースを拡充し、生産能力強化・生産性向上を図るとともに、サプラ

イチェーンを強化する。また、将来を見据えた研究開発・設備投資も積極的に実施して、大きな成長実現の布石

とする。エネルギー分野のガスタービンでは、海外拠点も含めた生産能力増強やサプライチェーンの強靭化、工

場の自動化・IT化を推進する。また、発電効率向上のための技術開発に取り組むとともに、水素・アンモニア焚

きガスタービンに関しては経済性や燃料供給インフラの状況を考慮し実証を進める。原子力分野では、プラント

の新設を見据えた生産設備の更新や高機能化と、革新軽水炉開発等を更に推進する。防衛分野では、組織横断タ

スクフォースにより生産効率向上、サプライヤー支援及び物流改善等の増産準備を進めるとともに、将来事業の

創出に向けた技術開発を加速する。
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②成長領域の事業化推進

需要が拡大しているデータセンターでは、当社が強みを持つ電源・冷却・制御に関する幅広い製品とエンジニア

リングを統合して最適なソリューションを提供する。これにより、ユーティリティの安定稼働等に貢献してい

く。

また、水素・アンモニア・CCUS
※２

の分野では、各国の市場・政策動向を踏まえたエナジートランジションへの備

えとして、世界最高クラスの経済性を持つ製品を提供するために、案件組成・研究開発を推進していく。CCUSの

関係では、関西電力姫路第二発電所内に新設したCO2回収パイロットプラントでの実証を進める。また、現地工

事の効率化・省力化や工期短縮を可能とする小型CO2回収装置の市場投入を進める。さらには、ExxonMobil社と

の次世代CO2回収技術に関する研究開発を加速する。水素・アンモニアの関係では、SAF
※３

や合成燃料製造にも繋

がる高効率な水素製造装置であるSOEC
※４

の開発を促進する。

※２  Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage（二酸化炭素回収・利用・貯留）

※３  Sustainable Aviation Fuel（持続可能な航空燃料）

※４  Solid Oxide Electrolysis Cell（高温水蒸気電解）

③DXの活用等

当社グループでは、デジタル・プラットフォーム「ΣSynX」（シグマシンクス）を活用して事業分野を跨ぐ製品

群を「かしこく・つなぐ」ことで、事業競争力強化に取り組んでいる。新しい事業機会開拓のため、更にデジタ

ル技術を活用し、サービスの高度化を図っていく。例えば、画像監視プラットフォーム「ΣSynX Supervision」

によるO&M
※５

の高度化や、発電プラントの配管画像のデータ処理により、プラントの安定運用に貢献する。

一方で、デジタルイノベーションを加速するための教育プログラムの充実等による人材育成を進める。また、デ

ジタル技術で可視化した熟練技能を技能伝承に活用するなど、技術・人的基盤の強化も図っていく。

※５  Operation & Maintenance（運転・保守）

当社グループは、以上の諸施策を通じ、社会課題の解決によってサステナブルな社会の実現に貢献していく。こ

のように事業を発展し成長させていく上では、従来同様コンプライアンスが大前提であるとの認識の下で各種施

策を進めていく。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組みの状況は、次のとおりである。

また、人的資本及び気候変動に関する戦略並びに指標及び目標はそれぞれ、「(2)気候変動」及び「(3)人的資本に関

する戦略並びに指標及び目標」に記載のとおりである。

なお、記載事項のうち将来に関する事項は、当社グループが当連結会計年度末現在において合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、実際に生じる結果とは様々な要因により異なる可能性がある。

(1)サステナビリティ全般

①ガバナンス

当社グループは、環境問題をはじめとする地球規模の課題解決に向けて、当社の製品・技術による貢献のみなら

ず、事業プロセス全体における各種活動を通じて様々な社会的課題の解決に取り組み、事業と連動したサステナ

ビリティへの取組みを推進している。

当社グループは、「社業を通じて社会の進歩に貢献する」と謳われている当社社是を社員が常に念頭に行動する

上で、具体的にイメージしやすい形にした「CSR行動指針」を当社グループ社員の共通の心構えとして制定して

いるほか、多様な経歴、国籍、文化を持つ当社グループの社員の行動における共通の規範である「三菱重工グル

ープグローバル行動基準」を制定している。また、環境については「環境基本方針」及び「行動指針」を制定

し、この方針・指針の下、環境負荷低減の取組みを進めている。加えて、人権については、世界人権宣言等の国

際規範を支持・尊重し、国連人権理事会が採択した「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいた「三菱重工

グループ人権方針」を、取引先との取引については、「資材調達の基本方針」を制定している。

また、当社グループは、社会のサステナビリティに配慮した経営を推進するため、マテリアリティ推進会議を設

置している。マテリアリティへの取組みは、サステナビリティ経営を事業面で具現化するものであり、同会議に

おいては、マテリアリティの目標実現に向けた事業活動状況を確認し、今後の取組みの方向性を議論し事業部門

へ必要な対応を指示している。

さらに、当社グループは、サステナビリティを経営の基軸に据え、「常に社会の視点に軸足を置き、社会の期待

に応え、信頼される企業」を目指すため、サステナビリティ委員会を設置している。サステナビリティ委員会に

おいては、深化するサステナビリティを巡る課題への対応に関し、ステークホルダーの視点を踏まえ、当社グル

ープが果たすべき責任を追求し、サステナビリティ経営の推進に向けた検討を行い、ESG（環境・社会・ガバナ

ンス）の取組みに関する基本方針等についての審議及び決定並びにその関連諸活動を推進している。

加えて、社会的な要請が高まっているTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に沿った開示、人権デ

ューデリジェンス、自然資本・生物多様性等の各種テーマに対し、リスクと機会を特定し、企業としての対応方

針を速やかに経営レベルで意思決定するとともに、これらの進捗状況を確認している。

なお、これらのサステナビリティの取組みのうち重要なものについては、定期的に取締役会に報告されている。

サステナビリティ推進体制図は次のとおりである。

②リスク管理

当社グループにおいて、主要なリスクを検討するプロセスは、「３　事業等のリスク　(1)主要なリスクを検討

するプロセス」に記載のとおりであり、サステナビリティ関連のリスクも同プロセスにおいて検討されている。

また、サステナビリティ委員会において、気候変動を含むサステナビリティ関連のリスク及び機会のうち代表的

なものに関する検討結果を確認している。

さらに、人権を尊重した事業活動を行っていくために人権デューデリジェンスを行い、自社のサプライチェーン

において発生しうる人権リスクを特定して実態調査を実施しているほか、事業部門も交えた人権専門部会を継続
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マテリアリティ 全社目標

脱炭素社会に向けた

エネルギー課題の解決

・三菱重工グループのCO2排出削減

　Scope１、２を、2040年Net Zero

・2040年までにバリューチェーン全体を通じた社会への貢献

　Scope３＋CCUS削減貢献を、2040年Net Zero

AI・デジタル化による

社会の変革

・顧客や利用者に寄り添った便利でサステナブルなAI・デジタル製品の拡充

・AI・デジタル化により適切かつ効率的に電力需給を管理する未来型エネルギー

マネジメントで、持続可能な社会へ貢献

・クリエイティブな製品を生み出すための環境づくり

安全・安心な社会の

構築

・製品・事業／インフラのレジリエント化

・製品・事業／インフラの無人化・省人化

・三菱重工全製品の継続的なサイバーセキュリティ対策の深化

ダイバーシティ推進と

エンゲージメントの向上

・多様な人材による新たな価値創出

・安全で快適な職場の確保

・社員を活かす環境づくりと健やかで活力にあふれ社会に貢献できる人材づくり

コーポレート・

ガバナンスの高度化

・取締役会審議のさらなる充実

・法令遵守と誠実・公平・公正な事業慣行の推進

・CSR調達のグローバルサプライチェーンへのさらなる浸透

・非財務情報の説明機会創出

的に開催し、最新の取組状況を共有し、今後の取組方針について協議している。また、国内外のステークホルダ

ーに対して国連指導原則やOECDガイダンスなどに基づいた救済メカニズムを確立するために、JaCER（一般社団

法人ビジネスと人権対話救済機構）に参画し、同団体の苦情処理プラットフォームを活用することで、人権に関

する救済へのアクセスの向上を目指している。

③戦略

当社グループでは、社会課題の解決を通じて企業価値を向上させ中長期的に成長していくために、当社グループ

が取り組んでいくべきマテリアリティ（重要課題）の特定を行った。社会課題の整理、マテリアリティマップの

作成、妥当性の検証のプロセスを経て特定されたマテリアリティは、「脱炭素社会に向けたエネルギー課題の解

決」「AI・デジタル化による社会の変革」「安全・安心な社会の構築」「ダイバーシティ推進とエンゲージメン

トの向上」「コーポレート・ガバナンスの高度化」の５項目である。また、深化するサステナビリティ経営課題

の動向を調査した結果、取り組むべきESG施策をサステナビリティ委員会で決定している。

2024年度から開始した中期経営計画「2024事業計画」では、前中期経営計画（2021事業計画）で築いた事業基盤

と財務基盤を活かし、「ポートフォリオ経営の強化」、「技術・人的基盤の強化」を進め、サステナブルで安

全・安心・快適な社会の実現に向け、「MISSION NET ZERO」の活動を通じ、カーボンニュートラル達成に取り組

んでいく。

④指標及び目標

当社グループは、各マテリアリティについて全社目標及び進捗モニタリング指標（KPI）を設定し、進捗をマテ

リアリティ推進会議にて管理している。

なお、マテリアリティの各項目に対応した全社目標は下表のとおりである。

(2)気候変動

①ガバナンス

当社グループは、「(1)サステナビリティ全般　①ガバナンス」に記載のとおり、マテリアリティ推進会議及び

サステナビリティ委員会を設置している。TCFD提言に沿った分析を、CSO（Chief Strategy Officer）が担当

し、リスクと機会を分析の上、サステナビリティ委員会に報告している。また、TCFD提言に沿った開示を含むサ

ステナビリティ委員会の活動状況については、定期的に取締役会に報告されている。

②リスク管理

当社グループにおいて、サステナビリティに関するリスク管理は、「(1)サステナビリティ全般　②リスク管

理」に記載のとおりであり、また、気候変動に関して、各事業部門においてそのリスク及び機会を事業計画策定

の勘案要素として検討している。
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③戦略

当社グループは、環境への影響を最小限とするため、2100年時点における世界の平均気温の上昇を、産業革命以

前と比較して1.5℃以下に抑制しながら経済成長を目指す「気候変動政策厳格化により脱炭素を推進するシナリ

オ（脱炭素シナリオ）」と、現状ベースで化石燃料をエネルギー主体として経済成長を目指した結果、2100年時

点における世界の平均気温が産業革命以前と比較して4.0℃上昇することが想定されるシナリオである「気候変

動政策が厳格化されず引き続き化石燃料に依存するシナリオ（化石燃料依存シナリオ）」の２つの気候変動シナ

リオを設定し、2030年における各事業への影響を分析している。なお、シナリオの設定に当たっては、国際機関

や日本政府の開示情報を参照している。

このうち、「脱炭素シナリオ」では、当社グループ共通の移行リスクとして、例えば炭素税等の規制が強化さ

れ、炭素排出に対するコストが大きく上昇することを想定している。しかしながら、脱炭素化に対応した当社製

品・技術の強みを生かすことで、事業機会も十分に存在するものと考えている。

一方、「化石燃料依存シナリオ」では、主なリスクとして、気候変動による物理的リスクがある。当シナリオに

おいても、既に各種環境規制を推進している先進諸国において、規制が極端に緩和されることは想定しがたいこ

とから、当社の脱炭素技術の優位性を提供することで事業機会が生じると考えている。

なお、当該分析におけるリスク及び機会の影響度の判定に当たっては、事業規模及び脱炭素化の影響を踏まえて

分析対象事業を選定した上で、中期経営計画（2024事業計画）策定時の事業利益の計画値と2030年における事業

利益の予測の差から事業利益への影響を分析している。その結果、脱炭素シナリオを適用した場合に、各事業に

対して2030年断面に発生するリスク及び機会のうち、重要なものは以下のとおりである。

各事業部門においては、移行リスクと物理的リスクを中期経営計画（2024事業計画）策定の勘案要素として検討

しており、またサステナビリティ委員会では、当該リスクと機会のうち代表的なものに関する検討結果を確認し

ている。

ア．リスク

・世界的な電化への移行に従い、内燃機関に関連する製品・サービスである自動車用ターボチャージャ、エン

ジン式フォークリフトの需要減少や、カーボンニュートラル燃料への移行に伴いディーゼル燃料エンジンの

需要減少が想定される。

・技術関連のリスクとして、水素ガスタービンなどの新製品の開発遅れや、CO2回収装置における代替技術の

出現が想定される。

・政策等の変更に関するリスクとして、冷媒規制等の環境規制が過度に強化され、規制に対応しない既存の冷

熱製品の販売機会が失われる可能性がある。

・外部環境の影響として、化石燃料代替エネルギーとしての水素・アンモニアのサプライチェーン形成の遅

れ、それに伴う新市場の立ち上がりの遅れが想定される。

イ．機会

・新興国を含む全世界で脱炭素の流れが進行する中、トランジション期間として、石炭からの燃料転換が見込

まれる。国内市場では「長期脱炭素電源オークション」などの政策が追い風となり、石炭火力発電設備にお

いてアンモニアへ燃料を転換する改造工事や、高効率ガスタービンコンバインドサイクルプラント

（GTCC）、水素ガスタービンなどに対する需要増が見込まれる。また、エンジンにおいては、ディーゼル燃

料から天然ガスへの燃料転換に伴うガスエンジンの需要増や、水素・バイオディーゼルなどのカーボンニュ

ートラル燃料対応機種の需要増が見込まれる。

・カーボンニュートラル実現とエネルギー安定供給の両立に向け、日本国内においてもエネルギー政策の方向

性を示す「第７次エネルギー基本計画」が閣議決定され、再生可能エネルギーに加え、原子力を最大限活用

する方針が示された。これを受け、既設PWR・BWRプラントの再稼働支援や特定重大事故等対処施設の設置、

再稼働済プラントの保全、世界最高水準の安全性を実現する革新軽水炉（SRZ-1200）の新設・建替えプロジ

ェクトなどによる事業機会の拡大が期待される。また、高温ガス炉及び高速炉の実証炉運転を目指し、概念

設計、基本設計も推進する。

・CO2回収事業は法・税制度やCO2貯留地の整備が進む北米や欧州を中心に市場が拡大し、その他の地域でも制

度設計や貯留地の整備に従って成長が見込まれる。当社は大型から中小型までの幅広いCO2回収製品のライ

ンアップを有するほか、CO2回収技術とGTCCの両方を有する世界でも数少ないメーカーのひとつであり、多

くの顧客ニーズに応えるソリューションを提供することができる。多様な産業分野へのCO2回収技術の適用

拡大やサービスメニューの拡充に加え、CO2輸送・CO2貯留・カーボンリサイクルといったCCUSバリューチェ

ーン全体での事業機会の拡大が期待される。

・製鉄機械では、高炉からの切替えで、電気炉（EAF）や直接還元製鉄設備の需要拡大が見込まれる。

・物流機器では、世界的な電化への移行に伴いバッテリーフォークリフトの需要拡大が見込まれる。また、環

境対応型港湾荷役装置（RTG）の需要が見込まれる。
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・冷熱製品では、冷媒規制等の環境規制の強化により、低温暖化冷媒を使用した空調機やヒートポンプ式暖房

機の販売拡大が期待される。

・水素関連の事業に関しては、水素ガスタービン、水素エンジン、水素還元製鉄設備、燃料電池用電動コンプ

レッサなど水素利用に関する製品の需要拡大に加えて、水素製造・輸送・貯蔵といった水素バリューチェー

ン全体での事業機会の拡大が期待される。

・世界のカーボンニュートラル化に備え持続可能な航空燃料SAF（Sustainable Aviation Fuel）の製造技術の

開発に取り組むなど、新規事業創出を図っている。

・世界的なデジタル化の加速により、データセンターの新設市場が拡大しており、当社データセンター関連の

事業も伸長を見込んでいる。脱炭素化ニーズに応えつつ安定的な稼働を実現する製品サービスを提供してい

く。

加えて、「脱炭素シナリオ」と「化石燃料依存シナリオ」の両シナリオにおいて、自然災害の増加に伴う当社

グループ施設の被災による財物損害の増加やパートナー施設の被災によるサプライチェーン寸断等を物理的リ

スクとして認識している。当社グループでは過去７年間において被災した自然災害のうち約９割が、日本にお

ける主に台風・高潮、集中豪雨等の水災によるものである。その対応準備としては、災害により機能不全に陥

った場合の代替手段、バックアップ体制を規定した対応要領の定期的な見直し、社員・関係者の訓練等を徹底

している。また、甚大災害頻発による保険料高騰や高リスクエリアの保険引受停止等を想定し、2021年度まで

に国内全工場を対象として実施した「リスクサーベイ」に基づき、被災時の物損リスクを最小化できるよう対

応を進めている。

④指標及び目標

当社グループは、「脱炭素社会に向けたエネルギー課題の解決」をマテリアリティの一つと認識しており、2040

年にカーボンニュートラルを達成する「MISSION NET ZERO」を宣言し、これを管理するため２つの目標を策定し

ている。

第一の目標は、当社グループの生産活動に伴う工場等からのCO2排出量（Scope１、Scope２）を2030年までに

2014年比50％削減し、2040年までに実質ゼロにすることである。

第二の目標は、バリューチェーン全体からのCO2排出量を2030年までに2019年比50％削減し、2040年までに実質

ゼロにすることである。これは、主に当社グループの製品の使用によるお客様のCO2排出量（Scope３）の削減

に、CCUSによる削減貢献分を加味したものである。

当社グループは、「MISSION NET ZERO」を通じ、省エネ化に継続して取り組んでおり、Scope１、２のCO2排出量

を2030年に2014年比で50％削減するという目標に対して、2024年で47％削減（一部概算値を含む）を見込んでい

る。これに加え、三原製作所をカーボンニュートラル工場とするための使用電力の100％グリーン化等、更なる

取組みを実施している。また、Scope３については、当社製品の使用に伴うCO2排出量削減（2019年比で、2030年

に50％）が目標であり、この達成に向けて高砂製作所の高砂水素パーク建設をはじめとした様々なソリューショ

ンの開発・実証を進めている。これらの目標に対する進捗をモニタリングすることで、リスクと機会への対応状

況を確認している。

(3)人的資本に関する戦略並びに指標及び目標

①戦略

中期経営計画（2024事業計画）では、「各事業の戦略に応じた人材基盤の強化」を掲げ、多様な人材がグローバ

ルに活躍する職場環境づくりを推進している。人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境

整備に関する方針を含む以下の各取組みを引き続き推進していく。

ア．人材育成

当社グループの事業を取り巻く環境は、価値観の多様化や社会課題の複雑化等により加速度的に変化してい

る。当社グループがいかなる環境の中にあっても持続的に発展していくためには、そこで働く社員一人ひとり

が、お客さまのニーズに対して一人称で考え、行動することが必要である。HR部門はそれができる人材の育成

とその人材を最大限に活かす企業文化の醸成、一人ひとりの主体性や活力をさらに引き出すことができるワー

クスタイルへの転換に鋭意取り組んでいる。

また、当社グループは、「三菱重工グループ人材育成方針」を制定しており、「長い歴史の中で培われた技術

に最先端の知見を取り入れ、変化する社会課題の解決に挑み、人々の豊かな暮らしを実現する」とのミッショ

ンの実現に向けて、グループ員一人ひとりの能力の伸長とキャリア開発の支援を行い、全員が学び成長できる

環境を整備する旨定めている。
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イ．エンゲージメント

当社グループは、社員のエンゲージメントを高めることが組織の活性化につながるとの考えの下、社員のエン

ゲージメントを重要指標と位置付け、定期的に、当社グループ全体でエンゲージメントサーベイを実施してい

る。本サーベイ結果を受け、各部門において改善・向上活動を展開しており、HR部門としてはグループ全体の

課題に対してベンチマークや水平展開、様々なツール整備を実施している。

ウ．ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン

多様な経歴、国籍、文化を持つ数万人からなる当社グループにとって、多様性は大切な財産であり、様々なバ

ックグラウンドを持った社員一人ひとりが「三菱重工グループ ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージ

ョンポリシー」の下で業務に邁進している。女性活躍を一層推進していくため、女性社員数の拡大、キャリア

を中断させない仕組みづくり、女性管理職の計画的な育成及び風土醸成という４つの施策に取り組んでいる。

また、障がいを抱える方が安心して活躍できる職場環境づくり、職域の拡大にも積極的に取り組み、各地域で

の雇用も鋭意進めているほか、様々な性的指向の方にも配慮した職場環境づくりに努めている。

エ．安全衛生・健康

当社グループは、「人命尊重の精神に徹し、安全と健康を何よりも優先する」ことを労働安全衛生における基

本方針とし、その方針を実現するために社員がとるべき行動指針を反映した「三菱重工グループ安全・健康方

針」を制定し、全世界にまたがる事業場において安全かつ安心して業務を遂行できる環境の実現を目指してい

る。また、社長による「社員とその家族が健康で幸せ：健幸であることが全ての基本であり、自身の健康に関

心を持ち、心身ともに健やかに、そして個人が尊重され、イキイキと働くことができる、そのような職場環境

づくりに全力で取り組む」旨の健康経営宣言の下、健康経営を推進し、健やかで活力にあふれた社会に貢献で

きる人材づくりに努めている。

②指標及び目標

当社グループは、「(1)サステナビリティ全般　③戦略」に記載のとおり、マテリアリティの特定を行った。

「①戦略」で記載した方針に関しては、「ダイバーシティ推進とエンゲージメントの向上」に向け、多様な人材

による新たな価値創出、安全で快適な職場の確保及び社員を活かす環境づくりと健やかで活力にあふれ社会に貢

献できる人材づくりをテーマに、安全や多様性、エンゲージメントに関する指標を設け、以下のとおり取り組ん

だ。

・将来の幹部候補社員に対して、HR部門と事業部門が連携し、計画的な指導、育成を継続中

・全ての社員がキャリアを継続するため、育児や介護、障がい特性や疾病状況などに配慮した様々な支援制度

の拡充に取り組み、仕事と家庭を両立しやすい職場環境・組織風土の構築を推進

・「三菱重工グループにおける人権尊重」に関する教育コンテンツ（e-ラーニング）を強化・拡充

・過去に発生した災害をベースにAIシステムや手引きを活用して発生予兆検知や災害発生時の真因分析等を行

い、部門横断で対策を検討・立案

・2025年１月から２月にかけて実施した第５回当社グループ社員意識調査の結果を踏まえて、更なる改善に向

けた取組みを推進

・社長タウンミーティングを国内外３拠点で開催

・パルスサーベイツール
※
の全社展開及び運用改善による高度化を実現、職場での更なる活用を推進

※ 社員意識調査よりも高い頻度で簡易な質問によるアンケートを実施し、より早期に職場に応じた課題の解

決を目指す手段
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３【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社グループ（当社及び連

結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況に重要な影響

を与える可能性があると認識している主要なリスクには、以下の(3)に挙げるようなものがある。

当社グループでは、事業運営に重要な影響を及ぼしうるリスクを網羅的に抽出・可視化し、経営管理サイクルに

生かすことのできるよう毎年取りまとめ、抽出・可視化したリスクに対しては考えうる対応策をあらかじめ講じ

ている。しかし、これらのリスクの顕在化を完全に回避することは困難であり、リスクに留意しながら事業計画

に従い事業活動を進めている。また、仮にリスクが顕在化した場合は、その影響を最小化するよう努めている。

抽出・可視化したリスクには中長期的に事業環境や社会構造の更なる変化をもたらす可能性があるものも含まれ

ている。当社グループは、将来を見据えて、それらの変化に対応できるよう、先んじて対策を取っていかなけれ

ばならないと認識している。また、抽出・可視化したリスクについては、事業機会の創出を考える契機としても

活用している。

なお、記載事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。

(1)主要なリスクを検討するプロセス

当社グループは、事業遂行上のリスクを抽出・討議する経営管理プロセスを策定し、これに基づきリスクの一

覧化に取り組んでいる。リスク抽出は、おおむね10年以内に顕在化する可能性が懸念される具体的なリスクの

洗い出しを実施している。その上で、講じている対応策の効果も踏まえて当該リスクが顕在化した場合に、当

社グループの事業に重要な影響を与える可能性があり、かつ定量化可能なリスクを特定し、そのリスクの影響

額と発生確率を軸に、以下のようなリスクマップに整理している。これに加え、定量化の難しい定性的なリス

クもまとめて可視化している。

※リスクマップ（イメージ）

(2)当社グループにおけるリスクへの対応策

当社グループでは、各種リスクを適切に管理するため、リスクの類型に応じた体制を整備し、責任の明確化を

図っている。また、リスクを定期的に評価・分析し、必要な回避策又は低減策を講じるとともに、内部監査に

よりその実効性と妥当性を監査し、定期的に取締役会及び監査等委員会に報告することとしている。加えて、

重大リスクが顕在化した場合に備え、緊急時に迅速かつ的確な対応ができるよう速やかにトップへ情報を伝達

する手段を確保し、各事業部門に危機管理責任者を配置している。

また、当社グループでは、「事業リスクマネジメント憲章」により、リスクマネジメントの対象・要領等を明

確化し、これを遵守・実践している。「事業リスクマネジメント委員会」においては、トップマネジメントレ

ベルでの重要リスク情報の共有や対応方針を協議することにより、経営幹部・事業部門・コーポレート部門の

三者の役割分担と連携を明確化している。また、第１線（事業部門・事業会社による自律的な事業リスクマネ

ジメントの実践）、第２線（コーポレート部門による個別案件のリスク審議等を通じた支援・監督）、第３線

（監査部門による事業リスクマネジメント・プロセスの有効性確認）がそれぞれの役割を十分発揮できるよう

体制を整備し、グループ全体として事業リスクマネジメントに取り組んでいる。

なお、以下「(3)主要なリスク」の①から⑥までの各項目のア．において、各項目に関して当社グループがあら

かじめ講じている具体的な対応策を例示しているが、当社グループは、これらに限らず、主要リスク以外のも

のも含め、各種リスクの類型や性質に応じて、リスクを回避・低減するための取組みを進めるとともに、①か

ら⑥までの各項目の「イ．経営成績等の状況に与えうる影響」等のリスクが顕在化した場合の影響の最小化に
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努めている。

(3)主要なリスク

①事業環境の変化

ア．当社グループを取り巻く事業環境の変化

当社グループを取り巻く事業環境は、非常に速いスピードで変化するとともに複雑化している。国際情勢

に関しては、米中対立、既存政策の急激な転換、ウクライナや中東での軍事行動の激化やポピュリズムの

台頭等が、世界的な軍事予算の増額、安全保障・治安維持関連の法制強化、経済安全保障を目的とした各

種輸出規制及び知的財産やデータなどの移転制限等の施策につながり、国際秩序の分断が一層進んでい

る。また、これに伴う市場環境の悪化、資材や輸送費の高騰による生産コストの増加といった経済環境の

変化も生じている。

こうした環境変化の中、全世界的な中長期での脱炭素化の流れに変わりはないものの、脱炭素化関連プロ

ジェクトへの投資が低迷し、再生可能エネルギー、水素、アンモニア等の普及に停滞傾向が見られる一方

で、当社が従来取り組んでいる現実的なエナジートランジションが評価され、天然ガスの役割が増加し、

GTCC等で当社にとっての事業機会が生じている。

我が国においては、人口減少・少子高齢化の一層の進展による人材不足の深刻化、人材流動化もあいまっ

た人材獲得競争の激化が進んでいることに加え、若年層の製造業離れや工学系学科の技術者の確保難によ

る技術・技能の断絶等が懸念されている。また、高度経済成長期に整備された社会インフラの老朽化や脆

弱化の進行によるインフラ遮断で、一時的に事業活動が停滞する可能性も否定できない状況にある。

加えて、近年では、ソーシャル・ネットワーキング・サービスの普及等により、誰もが情報を受発信でき

る環境となっており、当社に対する批判的な評価や評判が拡散された場合には、当社の信用やブランド価

値が毀損されるおそれもある。

当社グループは、これらの事業環境変化の中で、エナジートランジションを成長戦略としており、これを

推進する「GX（Green Transformation）セグメント」では、プロジェクトマネジメント機能及びエンジニ

アリング機能を強化した体制を構築し、市場の動きを先取りした新たな機能やソリューションの提案に注

力している。これに加え、各種製品分野で企図するM&A・アライアンスに関しては、入口での審議やモニタ

リングといった活動により、円滑なPMI
※１

の推進に向けた取組みを実践している。このほか、熟練技能をデ

ジタル技術で可視化して技能伝承に活用するなど、技術・人的基盤の強化も図っている。

※１ Post Merger Integration

イ．経営成績等の状況に与えうる影響

上記のような世界的な事業環境の急激な変化と複雑化に伴って、商談への参加、サプライヤ選定等の場面

での当社グループの事業活動への制約の発生や、為替レートの急激な変動、原材料価格・輸送費の高騰の

ほか、我が国における人材不足や製造現場の空洞化、社会的評価及び信用の失墜等によって当社グループ

の競争力の維持が困難又は低下することとなった場合には、当社グループの経営成績等の状況に重要な影

響を与える可能性がある。また、脱炭素化に関しては、全体としては脱炭素を目指しながらも現実的な着

地点を模索する動きによって当社事業計画策定時の想定よりも停滞していることに伴い、CCS
※２

や水素等の

当社製品・サービスの実装が著しく遅延するなど、当社グループの経営成績等の状況に重要な影響を与え

る可能性がある。加えて、火力発電システムや自動車向けターボチャージャ、化学プラント関連のエンジ

ニアリングなどの事業においては、環境規制が強化された場合、製品・サービスの需要が減少し、事業規

模が縮小する可能性や投下資本の回収が困難となる可能性があるほか、顧客が自らの判断で火力発電プラ

ントなどの営業運転を停止することとしたときには、これに伴うサービス事業の停滞等により、当社グル

ープの経営成績等の状況に重要な影響を与える可能性がある。このほか、当社グループは、各種製品事業

において、他社とのM&A・アライアンスを行っているが、市場環境の変化、事業競争力の低下、他社におけ

る経営戦略の見直し、その他予期せぬ事象を理由として、これらのM&A・アライアンス対象事業が目論見ど

おり進捗しない場合、資産の評価見直しによって減損損失等を計上するなど、当社グループの経営成績等

の状況に重要な影響を与える可能性がある。

※２ Carbon dioxide Capture and Storage

②各種の災害

ア．自然災害や戦争・テロ等の発生

地震、津波、豪雨、洪水、暴風、噴火、火災、落雷、感染症の世界的流行等の自然災害の発生、その発生

頻度の上昇や被害の甚大化、戦争・テロ、政情不安、反日運動、人質・誘拐等の犯罪、不当拘束、社会イ

ンフラの麻痺、労働争議、停電、設備の老朽化・不具合、重大事故や労働災害等により、様々な物的・人

的被害が生じ、円滑な経済活動が阻害され、さらには社会基盤が破壊されるといった事態が考えられる。
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なお、自然災害については、気候変動等に伴いその影響の甚大化が想定される。当社グループでは、これ

らの影響を低減するため、災害対策支援ツールの活用や報告体制・事業継続計画の策定・整備等の事業継

続マネジメントの実施、工場の点検や設備の耐震化、各種訓練の定期的な実施に加え、適切な保険を付保

するとともに、各国の情勢や安全に関する情報収集やこれを踏まえた各種対応、関連省庁との連携等を進

めている。

イ．経営成績等の状況に与えうる影響

当社グループは、製品・サービスを提供するための拠点を世界各地に有しているが、特に日本やタイなど

に生産拠点が集中しているため、これらの国・地域において、地震・津波・洪水等の大規模な自然災害が

発生した場合、当社グループの生産能力に重要な影響を及ぼす可能性がある。具体的には、生産設備の滅

失・毀損、サプライチェーンの停滞・混乱、生産に必要な材料・部品等の不足やサービスの提供停止、生

産拠点の操業低下・稼働停止等のほか、代替となる生産設備や取引先の喪失、損害保険等で補填されない

損害の発生等の可能性がある。これらの影響に伴う受注や売上の減少等により、当社グループの経営成績

等の状況に重要な影響を与える可能性がある。

③製品・サービス関連の問題

ア．製品・サービスに関連する品質・安全上の問題、コスト悪化等

当社グループは、ものづくりとエンジニアリングのグローバルリーダーとして、エナジー、プラント・イ

ンフラ、物流・冷熱・ドライブシステム、航空・防衛・宇宙の幅広い分野で高度な技術力を活かしてソリ

ューションを提供している。当社グループは、製品の品質や信頼性の向上に常に努力を重ねているが、製

品の性能・納期の問題や製品に起因する安全上の問題が生じる可能性がある。また、仕様変更や工程遅延

等に起因するコスト悪化、材料・部品等の調達や工事に伴う問題の発生、納期遅延や性能未達等による顧

客からの損害賠償請求や契約解除、顧客の財務状況の悪化等の問題が生じる可能性がある。サプライヤ、

協業パートナー等との間でも、製品・サービス・品質等に起因して、同様の問題が発生する可能性があ

る。また、重要かつ代替性の限られる特定の材料・部品のサプライヤ等が倒産・廃業等により取引不能と

なった場合に代替調達先の手配ができないことや、サプライヤ等の労働力不足、品質問題、工程混乱等が

発生することにより、生産活動や顧客への製品・サービスの提供等に影響が生じるおそれがある。これら

に加え、近年のAIの進展により、製品価値が物理性能よりもソフトウェア制御やデータ活用にシフトする

ことで、当社グループは高い製造技術を強みとしているものの、この優位性が相対的に低下する可能性が

ある。

当社グループでは、これらのリスクに対して、各種規則の制定・運用、事業リスクマネジメント体制の整

備・強化、個別案件の事前審議や受注後のモニタリング、プロジェクト遂行責任者や事業部長クラスへの

教育の実施、製品安全に関する講座の継続的な開催等を行うとともに、過去に生じた大口赤字案件につい

ては、その原因や対策を総括し社内教育に反映するなど、再発防止に努めているほか、サプライチェーン

の強化も図っている。

イ．経営成績等の状況に与えうる影響

このような製品・サービス関連の問題発生等を理由として、追加費用の発生、顧客やサプライヤ等への損

害賠償、社会的評価及び信用の失墜等につながる可能性がある。また、顧客・サプライヤ等やその他第三

者から国内外で訴訟・仲裁を提起されることがあり、当社グループは、これらに対応している。訴訟・仲

裁においては、当社グループの主張が認められるように最大限の対応を行っているものの、当社グループ

にとって不利な判断が下される可能性は否定できない。また、当社グループが最終的に支払うべき賠償額

等の負担が、各種の保険で必ずしも補填されるとは限らない。このような製品・サービス関連の問題だけ

でなく、重要かつ代替性の限られる顧客、サプライヤ、協業パートナー等の経営状況の悪化や事業方針の

転換等も、当社グループの経営成績等の状況に重要な影響を与える可能性がある。

④知的財産関連の紛争

ア．当社グループの知的財産に対する侵害、当社グループによる第三者の知的財産に対する侵害等

当社グループは、研究開発の成果である知的財産を重要な経営資源の一つと位置づけ、グローバルに活用

している。しかしながら、当社グループに対して、第三者から知的財産を侵害していると主張されるよう

な事態が生じる可能性がある。また、従業員又は元従業員から、職務発明の対価に関する訴訟が提起され

る可能性も否定はできない。当社グループでは、知的財産を特許権等により適切に保護し、また、第三者

の知的財産を尊重し、当社グループによる侵害回避に努め、必要に応じて当該第三者から技術導入を行う

など適切な対応を取っている。具体的には、製品の基本計画・設計・製造の各段階で他者が保有する知的

財産を十分に調査することによる知的財産関連の紛争の未然防止、教育・人材育成を通じた知的財産部門

の専門性向上等の対策を進めている。
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イ．経営成績等の状況に与えうる影響

当社グループの知的財産の利用に関して競合他社、従業員等から訴訟等を提起されて敗訴した場合、損害

賠償責任を負うほか、特定の技術を利用することができなくなり、当社グループの経営成績等の状況に重

要な影響を与える可能性がある。また、当社グループが事業遂行のために必要とする技術の権利を第三者

が保有している場合に、当該第三者からの技術導入を受けられず、当社グループの事業遂行に支障を来た

すおそれがある。

⑤サイバーセキュリティ上の問題等

ア．サイバーセキュリティインシデントの発生等

当社グループは、事業の遂行を通じて、顧客等の機密情報及び当社グループの技術・営業その他事業に関

する機密情報を保有しており、業務上も情報技術への依存度は高まっている。これに対して日々高度化・

巧妙化しているサイバー攻撃等が現在の想定を上回るなどして、マルウェア感染や不正アクセスその他の

不測の事態が生じた場合には、機密情報が滅失又は社外に漏洩する可能性がある。また、サイバー攻撃等

の結果、工場での生産活動など事業運営に影響が出る可能性がある。

当社グループでは、これらのリスクに対して、ＣＴＯ
※３

直轄のサイバーセキュリティ推進体制を構築し、

サイバーセキュリティに関する統制（標準整備、自己点検/検査、啓発/教育/訓練、防御対策、検知体制整

備等）を強化し続けている。

※３ Chief Technology Officer

イ．経営成績等の状況に与えうる影響

情報漏洩が生じると、競争力の大幅な低下、社会的評価及び信用の失墜等によって当社グループの事業遂

行に重大な影響が生じうる。また、当局等による調査の対象となるほか、顧客等から損害賠償請求等を受

ける可能性がある。加えて、サイバー攻撃等の結果、サーバなどの使用に障害が出た場合には、業務の遂

行に大きな影響が生じ、その結果生産活動や顧客への製品・サービスの提供等に影響が生じるおそれがあ

る。

⑥法令等の違反等

ア．重大な法令等の違反等

当社グループは、国内外の様々な法令・規制（租税法規、環境法規、労働・安全衛生法規、独占禁止法・

下請代金支払遅延等防止法・反ダンピング法等の経済法規、贈賄関連法規、貿易・為替法規、建設業法等

の事業関連法規、金融商品取引所の上場規程、個人情報保護法等をいい、これらを総称して以下「法令

等」という。）を遵守するとともに、サプライチェーン上も含めて人権尊重に関する責任を果たさねばな

らない。これらを役員及び従業員にも遵守させるとともに、決してリスクとリターンをトレードしてはな

らない厳守事項として周知と対策を徹底している。具体的な対策としては、当社グループの全ての役員・

従業員を対象とした「三菱重工グループ グローバル行動基準」や各種規則の制定・運用を行うとともに、

コンプライアンス委員会の定期的な開催、内部通報体制の整備、法令遵守の徹底に関する経営層からのメ

ッセージの発信、コンプライアンス・情報管理・ブランド戦略等の各種社内教育の充実と継続的な実施、

各部門の課題を踏まえた内部監査、人権を尊重した事業活動を遂行するための人権デューデリジェンスを

行っている。しかし、一部の役員・従業員が、法令等の違反や人権侵害を生じさせる可能性は完全には排

除できない。

イ．経営成績等の状況に与えうる影響

万一法令等の違反が生じた場合、当局等による捜査・調査の対象となるほか、当局等から過料、更正、決

定、課徴金納付、営業停止、輸出禁止等の行政処分若しくはその他の措置を受け、又は当局やその他の利

害関係者から損害賠償等を請求されるおそれがある。さらに、法令等の違反や人権侵害が生じた場合に

は、当社グループの事業遂行が困難となるなどの影響を受ける可能性があり、また、社会的評価及び信用

の失墜等につながるおそれがある。特に当社グループの事業の性質に鑑み、国内外の独占禁止法、贈賄関

連法規、貿易・為替法規、建設業法、下請代金支払遅延等防止法等の違反に関しては、当社グループへの

影響は一層重大なものとなる可能性がある。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」とい

う。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等に関する認識及び分析・検討内容は、次の

とおりである。次の記載事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。

なお、当連結会計年度から、セグメントの区分を変更しており、以下の前連結会計年度との比較は、前連結会計年度

の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較している。

(1)財政状態の状況の概要及びこれに関する分析・検討内容

当連結会計年度における当社グループの資産は、「現金及び現金同等物」及び「棚卸資産」の増加等により、前連

結会計年度末から4,026億65百万円増加の６兆6,589億24百万円となった。

負債は、「契約負債」の増加等により、前連結会計年度末から2,934億96百万円増加の４兆1,891億１百万円となっ

た。

資本は、親会社の所有者に帰属する当期利益の発生等による「利益剰余金」の増加等により、前連結会計年度末か

ら1,091億68百万円増加の２兆4,698億23百万円となった。

以上により、当連結会計年度末の親会社所有者帰属持分比率は35.2％（前連結会計年度末の35.9％から△0.7ポイ

ント）となった。

(2)経営成績の状況の概要及びこれに関する分析・検討内容

当連結会計年度における当社グループの受注高は、エナジーセグメントをはじめ全てのセグメントで増加し、前連

結会計年度を3,872億24百万円（＋5.8％）上回る７兆712億59百万円となった。

売上収益は、物流・冷熱・ドライブシステムセグメントが減少したものの、航空・防衛・宇宙セグメント、エナジ

ーセグメント及びプラント・インフラセグメントが増加し、前連結会計年度を3,700億29百万円（＋7.9％）上回る

５兆271億76百万円となった。

事業利益は、物流・冷熱・ドライブシステムセグメントが減少したものの、エナジーセグメント、航空・防衛・宇

宙セグメント及びプラント・インフラセグメントが増加し、前連結会計年度を1,006億56百万円（＋35.6％）上回

る3,831億98百万円となり、税引前利益も前連結会計年度を593億43百万円（＋18.8％）上回る3,745億31百万円と

なった。

また、親会社の所有者に帰属する当期利益も、前連結会計年度を234億24百万円（＋10.6％）上回る2,454億47百万

円となった。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

ア．エナジー

電力需要の高まりや低炭素化により、市場が拡大しているGTCCが増加したほか、サービス需要が堅調なスチーム

パワーや、航空需要が再成長軌道に入った航空機用エンジンが増加したことなどにより、受注高は、前連結会計

年度を2,102億80百万円（＋8.7％）上回る２兆6,224億66百万円となった。

売上収益は、GTCCや航空機用エンジンが増加したことなどにより、前連結会計年度を921億31百万円（＋5.3％）

上回る１兆8,157億96百万円となった。

事業利益は、GTCCや航空機用エンジンが増加したことなどにより、前連結会計年度を554億90百万円

（＋37.0％）上回る2,053億56百万円となった。

イ．プラント・インフラ

脱炭素への動きを背景に欧州で製鉄機械が増加したほか、機械システムや商船が増加したことなどにより、受注

高は、前連結会計年度を1,169億93百万円（＋13.2％）上回る１兆２億７百万円となった。

売上収益は、製鉄機械や商船、機械システムが増加したことなどにより、前連結会計年度を188億97百万円（＋

2.3％）上回る8,521億12百万円となった。

事業利益は、製鉄機械や機械システム、エンジニアリングが増加したことなどにより、前連結会計年度を148億

96百万円（＋33.3％）上回る596億34百万円となった。
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ウ．物流・冷熱・ドライブシステム

東南アジア等の需要拡大を背景に冷熱製品が増加したほか、データセンター向けを中心にエンジンが増加したこ

となどにより、受注高は前連結会計年度を118億77百万円（＋0.9％）上回る１兆3,305億25百万円となった。

売上収益は、冷熱製品やエンジンが増加したものの、物流機器が減少したことなどにより、前連結会計年度を74

億87百万円（△0.6％）下回る１兆3,071億１百万円となった。

事業利益は、物流機器やターボチャージャが減少したことなどにより、前連結会計年度を234億97百万円

（△32.3％）下回る493億21百万円となった。

エ．航空・防衛・宇宙

防衛力整備計画の拡充への対応等により、艦艇や宇宙機器が増加したほか、民間航空機が増加したことなどによ

り、受注高は、前連結会計年度を314億35百万円（＋1.5％）上回る２兆1,001億44百万円となった。

売上収益は、飛しょう体や防衛航空機等の防衛関連製品、民間航空機が増加したことなどにより、前連結会計年

度を2,390億98百万円（＋30.2％）上回る１兆306億46百万円となった。

事業利益は、飛しょう体や防衛航空機等の防衛関連製品が増加したことなどにより、前連結会計年度を272億91

百万円（＋37.5％）上回る999億84百万円となった。

オ．その他

受注高は前連結会計年度を466億17百万円（＋122.6％）上回る846億28百万円、売上収益は前連結会計年度を413

億円（＋124.5％）上回る744億74百万円、事業利益は前連結会計年度を141億47百万円（＋89.2％）上回る300億

２百万円となった。

(3)キャッシュ・フローの状況の概要及びこれに関する分析・検討内容

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ2,265億

29百万円増加し、6,578億16百万円となった。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおり

である。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、5,304億59百万円の資金の増加となり、前連結会

計年度に比べ1,992億72百万円収入が増加した。これは、「税引前利益」が増加したことや受注拡大に伴う「契約

負債」の獲得等によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、1,877億14百万円の資金の減少となり、前連結会

計年度に比べ566億66百万円支出が増加した。これは、「有形固定資産及び無形資産の取得による支出」及び「投資

（持分法で会計処理される投資を含む）の取得による支出」が増加したことなどによるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、1,141億23百万円の資金の減少となったが、前連

結会計年度に比べ447億79百万円支出が減少した。これは、「債権流動化等による収入」の増加及び「債権流動化等

の返済による支出」が減少したことなどによるものである。
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セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

金額（百万円） 前連結会計年度比（％）

エナジー 1,888,789 ＋6.2

プラント・インフラ 793,584 △2.2

物流・冷熱・ドライブシステム 1,294,998 △2.4

航空・防衛・宇宙 1,063,983 ＋33.8

その他 74,050 ＋87.1

全社又は消去 10,543 ―

合計 5,125,949 ＋7.6

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

受注高
（百万円）

前連結会計年度比
（％）

受注残高
（百万円）

前連結会計年度比
（％）

エナジー 2,622,466 ＋8.7 4,918,439 ＋16.3

プラント・インフラ 1,000,207 ＋13.2 1,705,361 ＋5.0

物流・冷熱・ドライブシステム 1,330,525 ＋0.9 79,355 ＋36.0

航空・防衛・宇宙 2,100,144 ＋1.5 3,514,580 ＋42.0

その他 84,628 ＋122.6 18,239 ＋27.6

全社又は消去 △66,712 ― 320 ―

合計 7,071,259 ＋5.8 10,236,296 ＋21.9

(4)生産、受注及び販売の状況

①生産の実績

（注）１．上記金額は、大型製品については契約金額に工事進捗度を乗じた額、その他の製品については完成数量

に販売金額を乗じた額を基に算出計上している。

　　　２．セグメント間の取引については、各セグメントの金額から消去しており、「全社又は消去」の区分は、

報告セグメントに含まれない生産高である。

　　　３．上記金額には、消費税等は含まれていない。

②受注の実績

（注）１．受注高については、「エナジー」、「プラント・インフラ」、「物流・冷熱・ドライブシステム」、

「航空・防衛・宇宙」及び「その他」にはセグメント間の取引を含んでおり、「全社又は消去」でセグ

メント間の取引を一括して消去している。また、「全社又は消去」の区分は、報告セグメントに含まれ

ない受注高を含んでいる。

　　　２．受注残高については、セグメント間の取引を各セグメントの金額から消去しており、「全社又は消去」

の区分は、報告セグメントに含まれない受注残高である。

　　　３．上記金額には、消費税等は含まれていない。
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セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

金額（百万円） 前連結会計年度比（％）

エナジー 1,815,796 ＋5.3

プラント・インフラ 852,112 ＋2.3

物流・冷熱・ドライブシステム 1,307,101 △0.6

航空・防衛・宇宙 1,030,646 ＋30.2

その他 74,474 ＋124.5

全社又は消去 △52,954 ―

合計 5,027,176 ＋7.9

相手先

前連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

防衛省 489,778 10.5 704,181 14.0

（単位：百万円）

合計 償還１年以内 償還１年超

短期借入金 62,307 62,307 ―

長期借入金 305,621 35,965 269,656

社債 225,000 35,000 190,000

小計 592,928 133,272 459,656

ノンリコース借入金 58,458 991 57,467

合計 651,387 134,263 517,123

③販売の実績

（注）１．「エナジー」、「プラント・インフラ」、「物流・冷熱・ドライブシステム」、「航空・防衛・宇宙」

及び「その他」にはセグメント間の取引を含んでおり、「全社又は消去」でセグメント間の取引を一括

して消去している。また、「全社又は消去」の区分は、報告セグメントに含まれない販売金額を含んで

いる。

　　　２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りである。

　　　３．上記金額には、消費税等は含まれていない。

(5)資本の財源及び資金の流動性に係る情報

ア．資金需要の主な内容

当社グループの資金需要は、営業活動については、生産活動に必要な運転資金（材料・外注費及び人件費

等）、受注獲得のための引合費用等の販売費、製品競争力強化・ものづくり力強化及び新規事業立上げに資す

るための研究開発費が主な内容である。投資活動については、事業伸長・生産性向上及び新規事業立上げを目

的とした設備投資並びに事業遂行に関連した投資有価証券の取得が主な内容である。

今後、成長分野を中心に必要な設備投資や研究開発投資、投資有価証券の取得等を継続していく予定である。

イ．有利子負債の内訳及び使途

2025年３月31日現在の有利子負債の内訳は下記のとおりである。

当社グループは比較的工期の長い工事案件が多く、生産設備も大型機械設備を多く所有していることもあり、

一定水準の安定的な運転資金及び設備資金を確保しておく必要がある。当連結会計年度においては、当社グル
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ープは継続的に資金創出に努め、事業拡大局面においても運転資金を抑制しつつ、期限の到来した借入金を返

済してきた結果、当連結会計年度末の有利子負債の構成は、償還期限が１年以内のものが1,342億63百万円、

償還期限が１年を超えるものが5,171億23百万円となり、合計で6,513億87百万円となった。

これらの有利子負債により調達した資金は、事業活動に必要な運転資金、投資資金に使用しており、具体的に

は火力発電システム、原子力発電システム、防衛等の伸長事業及び「2024事業計画」で掲げている成長領域が

中心である。

ウ．財務政策

当社グループは、運転資金、投資資金については、まず営業活動によるキャッシュ・フローで獲得した資金を

投入し、不足分について有利子負債による調達を実施している。

長期借入金、社債等による長期資金の調達については、事業計画に基づく資金需要、金利動向等の調達環境、

既存借入金の償還時期等を考慮の上、調達規模、調達手段を適宜判断して実施していくこととしている。

一方で、有利子負債を圧縮するため、キャッシュマネジメントシステムにより当社グループ内での余剰資金の

有効活用を図っており、また、営業債権、棚卸資産の圧縮や固定資産の稼働率向上等を通じて資産効率の改善

にも取り組んでいる。

自己株式については、事業計画の推進状況、当社の業績見通し、株価動向、財政状況及び金融市場環境等を総

合的に勘案して取得を検討していくこととしている。

(6)経営方針・経営戦略及び経営指標等に照らした経営成績等の分析・検討

当社グループは、以前の中期経営計画「2021事業計画」において、「収益力の回復・強化」及び「成長領域の開

拓」に優先的に取り組み、長期安定的に企業価値を向上させることを目指して事業を遂行してきた。これにより、

足元の収益力の回復が図られ、事業基盤を強化することができた。

「2024事業計画」においては、「売上収益5.7兆円以上」、「事業利益4,500億円以上（事業利益率８％以上）」、

「ROE12％以上」を2026年度の目標として設定しており、当連結会計年度の実績は「売上収益５兆271億円」、「事

業利益3,831億円（事業利益率7.6％）」、「ROE10.7％」となった。

エナジーセグメント及び航空・防衛・宇宙セグメントを中心とした大型案件の受注、売上収益の増加、利益率改善

等により、受注高、売上収益、事業利益、親会社の所有者に帰属する当期利益のいずれも、過去最高を更新した。

また、有利子負債については、成長領域の強化のための投資を実施したが、受注拡大に伴う契約負債の獲得等によ

り、キャッシュ・フローは黒字を確保し、有利子負債残高は6,513億円となった。

(7)重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、IFRSに準拠して作成されている。この連結財務諸表の作成に当たり、見積りが必

要となる事項については、合理的な基準に基づき、会計上の見積りを行っている。

詳細については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表」の注記「２．作成の基礎(5)見積

り及び判断の利用」及び「３．重要性がある会計方針」に記載している。
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５【重要な契約等】

当連結会計年度において、重要な契約等の決定又は締結はない。
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６【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、各製品の競争力強化や今後の事業拡大に繋がる研究開発を推進している。

各セグメント等の主な研究開発の状況及び費用は次のとおりであり、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開

発費は総額で218,662百万円である。なお、この中には受託研究等の費用144,391百万円が含まれている。

(1)エナジー

カーボンニュートラル社会の実現、低コストでのエネルギーの安定供給といった多様化する社会課題を解決するべ

く、これまで培った技術を駆使して、革新的で付加価値の高い製品やサービスの開発に取り組んでいる。

当セグメントに係る研究開発費は49,167百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のプロジェクトへの参画によるCO2を排出しな

い水素ガスタービン、運搬や貯蔵に優れたアンモニアを燃料とするアンモニアガスタービンの開発

・水素製造から水素ガスタービンによる発電にわたる技術の一貫した実証、水電解に加えメタンガス熱分解等の次

世代水素製造技術の開発

・グリーンイノベーション基金事業への参画によるアンモニア専焼バーナーの開発、ボイラーでのアンモニア高混

焼の社会実装に係る開発

・地震・津波・テロへの高い耐性を備え、革新技術の導入により世界最高水準の安全性を実現する革新軽水炉

「SRZ-1200」と、将来における社会の多様化ニーズを見据えた高温ガス炉、高速炉、小型炉及びマイクロ炉の開

発

(2)プラント・インフラ

市場・需要の多様化に対応した製品固有の研究開発を行うとともに、カーボンニュートラル社会の実現に向けた幅

広い製品の開発に取り組んでいる。

当セグメントに係る研究開発費は14,950百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。

・アルセロール・ミタル社のゲント製鉄所ほか、国内外に設置した各産業分野のCO2回収パイロットプラントでの

CO2回収技術の実証

・日本ガイシ㈱との、アンモニア分解ガスからの膜分離水素精製システム及びバイオエタノール・e-メタノール製

造向け膜分離脱水システムの共同開発

・最適燃焼プロセス及び最適ストーカ構造により、ごみ焼却施設の高燃焼効率化及び長寿命化を実現する次世代ス

トーカ炉の開発

・車載センサでは検知できない道路交通情報を提供する自動運転・安全運転支援インフラ向け、合流支援情報提供

システムの開発

(3)物流・冷熱・ドライブシステム

製品共通技術の統一により製品間でのシナジーを創出し、省エネ・省人化・脱炭素化等の市場ニーズに対応した付

加価値の高い製品開発に取り組んでいる。

当セグメントに係る研究開発費は16,900百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。

・低炭素・脱炭素社会で想定される様々な燃料に対応するための、舶用エンジンの開発及び分散型発電機市場に向

けた水素混焼・専焼エンジンの開発・実証

・車両用や定置（発電）用の動力源の脱炭素化を見据えて普及が見込まれている燃料電池に高圧空気（酸素）を供

給する小型で高効率な遠心式電動コンプレッサの開発

・低GWP（地球温暖化係数）冷媒を適用したグローバル半導体生産設備向け大容量ターボ冷凍機の開発・実証

・「ΣSynX（シグマシンクス）」を活用した、飲料倉庫のピッキング作業を自動化・知能化する自動ピッキングソ

リューションの導入実証

(4)航空・防衛・宇宙

日本のリーディングカンパニーとして、長年にわたり航空・防衛・宇宙開発で培った技術を駆使して、最先端の製

品開発に取り組んでいる。

当セグメントに係る研究開発費は120,537百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。

・軽量機体の普及による航空輸送のCO2削減に貢献する、次世代民間機への複合材構造の適用拡大を目指した軽量

化・生産高レート化・複雑形状化技術の開発

・無人機及びAI技術を活用した監視システムの開発

・重要インフラの制御システム向けなどのサイバーセキュリティ技術の開発

・低コストで高い信頼性を有する「H3ロケット」の開発

・宇宙機開発で培った技術力を活用した月面探査や有人探査に関連する技術の開発
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(5)その他

当社グループの新しい技術を基に事業機会を捉えた事業・製品・ビジネスモデルの開発やアイデア創出に取り組ん

でいる。

「その他」に係る研究開発費は1,721百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。

・データセンター向けのユーティリティシステムの提供や次世代電源及び冷却技術の開発

(6)全社

当社グループ次期製品の市場競争力確保のために必要となるキー技術や、次期・次世代の製品開発に必要かつ複数

製品の共通基盤となるプラットフォーム技術の開発に取り組んでいる。

「全社」に係る研究開発費は15,385百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。

・水素焚きガスタービンの燃焼器開発を効率化する超高速ブローダウン燃焼試験装置の開発

・AIの活用によるガスタービンの燃焼振動自動調整技術（A-CPFM）の更なる高度化
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